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 組合員の皆様 

季節の変わり目は天候不順により体調不良になりやすいですので、充分 

な休養・睡眠、栄養の摂取に努める様お願いします。又、コロナウイルス

感染者数は減少しつつありますが、収束は依然として不透明な状況ですの

で、継続して感染症対策を徹底願います。 

 

【重要】外国人技能実習機構による実地検査について 

機構から実習実施者の企業に対し、実地検査についての協力依頼が出されています。 

新しい技能実習法に基づき、機構は実習実施者の企業に対し、3年1回実地検査を行うこととなっており、その

際、認定計画に従って技能実習を行っていない時、技能実習法違反、出入国・労働関係法令違反を行った時

（違反が疑われる時を含む）改善命令或は最悪の場合、認定の取り消しの行政処分が科せられます。 

  認定を取り消された場合には、新たな技能実習は5年間出来なくなります。 

  機構の実地検査は原則として事前予告なく行われますので、法令を守ることは当然として、技能実習法及び 

労働関連法令で定められた帳簿書類については、常日頃より継続的に作成、備え付けをお願いします。 

※添付、「実施検査等から見る留意点」にてご確認・ご対応願います。 

 

技能実習生に対する新型コロナワクチン接種の支援について 

技能実習生に対する新型コロナワクチン接種に向けて、引き続きコロナワクチン接種の周知につい

て丁寧な説明と支援をお願いします。 

新型コロナウイルス感染症対策 

・9/28に政府は緊急事態宣言（19都道府県）・まん延防止等重点措置（8県）を9月30日迄とし、10月1日から全面

解除すると発表しました。 

・新型コロナ感染症の状況（10月25日現在） 

  新型コロナ感染者数は1,717,469人、死者数は18,219人となっています。 

・日本国内のコロナワクチン接種人数の全人口に占める割合（10月24日現在） 

  1回目：96,914,751人 76.1％  2回目：88,164,264人 69.3％ 

 

 

 

令和 3 年度の地域別最低賃金改定 

先月の組合報でもお知らせしておりますが、2021年 10月 1日以降最低賃金が改定されて 

おりますので、ご確認いただき実習生への賃金支払にご留意ください。 

 



                                                                                                                     

外国人雇用におけるルールの適正化 

外国人が在留資格の範囲内でその能力を十分に発揮しながら、適正に就労出来るよう、事業主は外

国人を雇用するにあたっては守らなければならないルールに配慮願います。 

●雇入れ・離職時の届出                                                  

外国人の雇入れ及び離職の際には、その氏名、在留資格などをハローワークに届け出る必要がありま

す。ハローワークでは届出に基づき、雇用環境の改善に向けて、事業主に助言や指導、離職した外国人の

再就職支援を行います。                                                     

※届出後、速やかに組合に「届出日」を報告願います。 

●適切な雇用管理                                                     

事業主が遵守すべき法令や、努めるべき雇用管理の内容などを盛り込んだ「外国人労働者の雇用管

理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針」が労働施策の総合的な推進並びに労働者

の雇用の安定及び職業生活の充実に関する法律に基づき定められています。この指針に沿って職場

環境の改善や再就職の支援に取り組む必要があります。 

 優良な実習実施者の基準変更 

 優良な実習実施者の基準については、令和 2年 11月から令和 3年 10月までの間は旧配点又は 

新配点のいずれかを選択することが可能となっておりますが、令和 3年 11月以降に受理される

申請については新配点のみが採用されることになりますので、外国人技能実習機構に技能実習計

画認定の際には十分に注意していただきますようお願いします。               

※詳細は添付資料参照願います。 

 ＜旧配点＞ 介護職種以外の職種は 120点満点で 72点以上、介護職種は 125点満点で 75点以上

＜新配点＞ 介護職種以外の職種は 150点満点で 90点以上、介護職種は 155点満点で 93点以上 

 （変更点）                                      

①直近過去 3年以内に、技能実習の継続が困難となった技能実習生に引き続き技能実習を行う機

会を与えるために当該技能実習生の受入れを行ったこと。                   

＜旧配点：有 5点＞ → ＜新配点：基本人数枠以上の受入れ 25点＞ 

 ②技能実習の継続が困難となった技能実習生（他の監理団体傘下の実習実施者で技能実習を行っ

ていた者に限る。）に引き続き技能実習を行う機会を与えるため、実習先変更支援サイトに監理

団体を通じて受入れ可能人数の登録を行っていること。                               

＜新配点：有 10点 新配点のみに設けられた加点項目＞ 

 

 

緊急連絡先（24 時間） 

【事務局】        TEL ：048-755-9591     FAX：048-755-9827 

【組合職員携帯】    070-3667-8667（杉戸）    080-4477-6005（廣畑） 

                 090-9540-4849（髙橋 文徳） 070-6520－6943（バァン） 

 



実施検査等から見る留意点について 

実習実施者に対する実地検査 

(ア)常勤の役職員の数受入人数枠に関わる 

(イ)技能実習責任者、技能実習指導員、生活指導員  

    ・ 常勤であること。常勤性を示す書類を確認 (出勤簿、スケジュール帳等) 

・ 技能実習責任者は責任者講習を受けること 

  (経過措置 2020 年 3 月 31 日で終了、4 月以降は受講証の コピーをつける) 

 ・技能実習を行わせる場所毎（実習先毎）技能実習指導員最低１名は配置必要（特に建設業） 

(ウ)帳簿  

①実習生の管理簿 

記載事項 

1.  氏名     2.  国籍(国又は地域)     3.  生年月日  4. 性別   5.在留資格 

6. 在留期間    7.在留期間の満了日      8.在留カード番号  

9.外国人雇用状況届出の届出日                      10. 技能実習計画の認定番号  

11.  技能実習認定計画の認定年月日              12.技能実習の区分 

13.  技能実習の開始日                                      14. 技能実習認定計画の終了日  

15.  技能実習計画の変更認定に係る事項       16.技能実習計画の変更届出に係る事項 

 ※既に修了した実習計画に関する情報も入れる 

② 技能実習日誌   

指導内容が漏れていることがあるので注意 

③ 認定計画の履行状況に関する管理簿 

④ 賃金台帳 （給与明細で代用はダメ） 

⑤ 勤務時間管理簿 

始業と終業の時間を必ず記載  

⑥ 賃金控除協定書 

家賃、光熱費、通信費（インターネット等を徴収している場合） 

⑦ ３６協定  

長時間残業がないか 



⑧ 変形労働時間 協定書 （採用している場合）カレンダー通り休みを取っているか 

⑨ 就業規則（給与規定含む） 

⑩ 厚生年金、健康保険、雇用保険の実習生の加入が分かる資格取得の番号が分かるもの 

⑪ 労災・雇用保険加入の番号が分かる物 

⑫ 健康診断（雇い入れ時、定期健診） 

診断結果の保管。精密検査必要な場合は受けさせること。 

深夜労働 6 カ月に 1 回特殊な健診必要  

⑬  年次有給休暇管理簿  

1 年あたり 5 日間の有給休暇の取得、企業に義務付け 

⑭   宿舎の購入費用の金額が確認できる物(借上物件であれば賃貸借契約書) 

⑮  私有物収納設備の取扱いについて 

     「適切な宿泊施設」の要件として、「個人別の私有物収納設備」を設ける措置を講じてい

ることとされています。 この収納設備（ロッカー、金庫など）について、プライバシー

の確保や盗難防止の観点から、身の回り品を収納できる一定の容量がありかつ施錠可

能・持出不能なもの(個人別に施錠可能な部屋である場合を除く)であることが必要。 

(エ)労働関連法令について 

① 残業時間の上限規制 

技能実習制度の適正な運用及び過重労働による健康障害防止等の観点から、実習生の時

間外労働・休日労働は最低限に留めることとし、削減に努めてください。 

時間外労働（法定休日労働は含まず）の上限は、原則として月 45 時間・年 360 時間とな

り、臨時的な特別の事情が無ければ、これを超えることは出来ません。 

②  農業に労働基準法の労働時間規制は適用除外だが、実習生の場合は労働基準法に準拠。 

③ パスポート、在留カードの保管実習生の申し出があってもダメ 

④ 賃金の確認   

賃金台帳により確認。時間数が正しいか。必ず勤務時間管理簿を見て確認する。 

⑤ 割增貸金算定基礎額  

基本給 能力給、役職給、皆勤手当など  

除外可能な手当  

家族手当、通勤手当、別居手当、子女教育手当、住宅手当、 

 




